
平成１８年度当初予算（案）主要事業

平 成 １８ 年 ２ 月

和 歌 山 県 財 政 課



（単位：千円）

◎（新）人口関連施策推進（企画部企画総務課）　　　　　　　　　 　　　　     　　　　　　　　　　　　 １，０００
　人口対策推進本部を庁内に設置し、県内人口減少の具体的な要因を把握しながら、人口問
　題解決に向けた検討を実施

◎（新）戦略的首都圏対策（商工労働部観光振興課）　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　  ６４，２１２
　首都圏の団塊世代を中心に持続する「熊野古道を歩き巡る旅」等の新たな旅行スタイルを
　提案することにより、本県への誘客を図り、地域の活性化を促進

◎（新）近畿圏誘客対策（商工労働部観光振興課）　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　 　　  　１０，０００
　本県宿泊客の５割を占める近畿圏に対して誘客対策を実施することにより、観光客のリピ
　ーター化を促進

◎（新）和歌山コンベンションビューロー（商工労働部観光振興課）　　　　　　　　　　   　　　　　１０，０００
　全国規模の大会・学会・見本市などの誘致により、県内観光地の活性化を促進

◎（新）修学旅行誘致拡大（商工労働部観光交流課）　　　　 　　　　　　　　　　　　    　 　　　　　 ９，５００
　従来から推進してきた「ほんまもん体験」を活用し、平成１７年度に初の来県が成功した
　関東方面に対して積極的なアピールを行うとともに、特に、ラムサール条約に登録された
　串本の海域と周辺エリアなど、誘致に積極的な地域と連携しながら修学旅行の受入れ拡大
　を推進

◎（新）くろしおふれあい講座（農林水産部農林水産総合技術センター水産試験場）　　　　   　１，０００
　県内外の一般市民に和歌山県の漁業について理解と認識を深めてもらい、水産物の消費拡
　大への波及を図るとともに、地域への人の流れをつくることによって紀南地域の活性化に
　貢献できるよう、体験型等の各種講座を開設

◎（新）田舎暮らし支援（農林水産部新ふるさと推進課）　　　　　　　　　　　　　  　　　　  　   　 １０，２０８
　モデル地区における地域での受入体制の整備や、企業と連携した都市住民への情報発信や
　田舎体験の実施により「和歌山での田舎暮らし」を推進

１．人口減少問題への対応

①都市との交流と都市から地方への人口の逆流動

-1 -



◎（新）短期滞在支援（農林水産部定住促進課）　　　　　　　　　　　　　          　　  　　 　　　　　 ５，８００
　県外からの移住推進を図るため、移住希望者等への短期貸出し用にモデル市町村が借り上
　げた住宅等の改修や田舎暮らし体験希望者への宿泊を助成

◎（新）農業をやってみようプログラム推進（農林水産部就農促進課）　　　　　     　　 　　 　　２９，２０８
　多様な農業の担い手育成のため、農業にチャレンジしたい人を対象に農業研修を行う「鄙
　の里塾」、企業と地域の協働による新たな農村づくりを進める「鄙の夢農場」を展開する
　とともに、地域での円滑な就農を支援する「鄙の里づくり」を推進

◎農地保有合理化（農林水産部農林水産総務課）　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　 　　１０，５４８
　認定農業者等意欲ある農業者の農地取得による規模拡大を支援するとともに、「鄙の里モ
　デル」地区等において新規就農希望者へ研修期間中（２年以内）の農地等無償貸付を実施

◎（新）社会人課程（農林水産部就農促進課・農業大学校）　   　　　　　　　　　   　　　　　　　　　６，０８８
　就農を希望する社会人が、農業経営に必要な農産物の生産から販売までの実践的な知識・
　技術を取得する課程を新たに農業大学校に設置

◎（新）「企業の森」全国展開推進（農林水産部新ふるさと推進課）　　　　 　　　　　   　　 　　　　９，２０８
　和歌山発の新しい施策「企業の森」事業を全国に周知していくため、国や経済界に対して
　森林づくりに関する政策提言を行うシンポジウム等を実施

◎（新）緑の山村地域力再生（農林水産部定住促進課）　   　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　５０，０００
　多様な山村産物やＵＪＩターン者を含めた山村住民等の魅力ある山村資源を活用した地域
　力の再生、定住促進を支援

◎（新）緑のふるさと技術担い手育成（農林水産部定住促進課） 　  　　　　　　　   　　　　　　　　４，３００
　山村地域での総合所得確保のため、地域の伝統的な技術を付与し、緑の雇用事業等による
　新規就業者の定住を促進

◎漁師への道支援プログラム（農林水産部水産振興課）　　　　　　　　　　   　　 　　　　　　　　　 ９，５４１
　県内漁業就業者の著しい高齢化と担い手の減少対策として、県内外から漁村の次代を担う
　人材を広く求め、実践研修を通して新規就業者を育成
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◎（新）めざせ和歌山シーウィード天国（農林水産部水産振興課）　　　　　　　　　　 　　   　　　　１，６８２
　県内海域において、一般に利用されていない海藻類資源に着目し、県内の漁業者特に高齢
　者・女性漁業者に対する新たなビジネスの創出を支援

◎（新）漁師直送ホットライン（農林水産部水産振興課）　　　　　　　　　　　　　 　　　　　   　　　 　１，２００
　生産者と消費者をダイレクトに結び、紀州の魚介類のさらなる需要を創出するため、ネッ
　ト販売研究会の開催や都市部への販路拡大を支援

◎企業立地促進対策助成（商工労働部企業立地室）　　　　　 　　　　　　　　　　　　   　 　１，０９５，８８０
　企業向け奨励制度を日本一の水準（最高限度額１００億円）まで引き上げ、企業誘致、特
　に公営企業課所管用地への進出企業や大規模工場の誘致に向けた大きなインセンティブと
　し、企業誘致を促進

◎（新）誘致企業開拓強化（商工労働部企業立地室）　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　   　　　 ５，６４０
　 従来の誘致活動に加え、平成１８・１９年度の２年間に関西圏、首都圏を中心に１０００
　社以上の企業訪問を展開

◎企業誘致広報（商工労働部企業立地室）　　　　 　　　　　　　　  　　　　　　　　　  　 　　　 　　１６，７００
　経済誌、インターネット等を使った企業誘致施策のＰＲを実施するとともに、ＩＴ企業誘
　致を推進するため、「きのくにＩＴ人材バンク」を核に、スキルアップから企業との出会
　いの場づくりまで、一貫した人材確保の支援体制を構築

◎戦略的研究開発プラン（企画部科学技術振興室）　　 　　　　　　　　　　　　　　  　 　　　　  １２０，２２７
　県立試験研究機関の優れた研究成果の創出を促進するため、競争的研究制度を実施

◎コミュニティビジネスによる商店街・地域創生（商工労働部商工労働総務課）　　 　     　　 　６，５７８
　コミュニティビジネスを振興し、商店街の活性化をはじめ地域産業の振興、地域密着型サ
　ービスの創出、雇用の創出を図るため、モデルの創出支援など創業・育成を実施

◎（新）公募型事業獲得支援（商工労働部商工労働総務課）　　　　　 　　　 　　　 　　  　   　　　１，４２１
　国等で公募しているモデル事業や補助金等について、企業等と協働しながら、県職員が事
　業をコーディネート等することによって事業採択の獲得を図り、地域産業の活性化を促進

②地域経済への波及効果を見据えた産業振興
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◎国際経済交流支援（商工労働部商工振興課）　 　　　　　　　　　 　　　　　　　　　     　　　　　２２，３５５
　本県経済の国際化を推進するための支援拠点として、和歌山国際経済サポートデスクを設
　置するとともに、上海市にはビジネスコーディネーターを配置、また新たに海外市場への
　進出支援として、商社ＯＢ等の専門家を活用

◎企画提案型産地形成支援（商工労働部商工振興課）　 　 　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　４，７０６
　受注生産型産地から企画提案型産地への脱皮を図るため、産地に各種デザイナーや商品企
　画の総合コーディネーターを配置し、素材開発、デザイン開発等を行い、新たな販路の開
　拓を実施

◎中小企業融資制度実施（商工労働部産業支援課）　 　　　　　　　　　　　　　     　　　 ５５，９０７，２６５
　中小企業を取り巻く厳しい経営環境のもと、事業活動に必要な資金調達を支援するため、
　無担保・第三者保証人なしで利用できる「元気わかやま資金」の融資枠の拡大やアスベス
　ト（石綿）除去等対策融資など、中小企業者のニーズに応じた融資制度を実施

◎（新）インキュベーションマネージャー設置（商工労働部産業支援課）　 　　　　 　　　　　   　　７，９８６
　スタートアップオフィス等の創業支援施設に入居する起業家の事業化及び成長を加速する
　ため、入居者に対して専属に支援するインキュベーションマネージャーを設置

◎（新）わかやま版新連携共同研究（商工労働部産業支援課）　  　　　　　　　　　　   　　　　　２６，７００
　産学官連携に大企業や金融機関を加えた新たな連携体を構築し、研究開発から事業化に取
　り組む共同研究グループを支援し、新事業の創出を促進

◎（新）ものづくり販路開拓推進（商工労働部産業支援課） 　　　 　　　　　　　　　    　　　　　　 　９，３８４
　中小企業・ベンチャー企業の販路開拓を支援するため、県等の支援により開発された新製
　品を試験的に購入する「試し買い発注支援」及び情報通信技術を活用した受注・販売のノ
　ウハウを研修する「e-戦略塾」を実施

◎（新）企業等農業参入推進（農林水産部農林水産総務課） 　　　　　　　　　　　　 　   　 　　　　１，０００
　農業の担い手不足や農業従事者の高齢化等により、遊休農地の増加が懸念される地域にお
　いて、企業等の農業参入による新たな農業展開を推進するため、県が主体となって企業等
　と市町村との調整活動を実施

◎（新）漁協合併支援（農林水産部水産振興課）　　　  　　　　　　　　　　　　       　　　　　　　　１６，０００
　漁協組織基盤強化を目的として合併を行う漁協（認定漁協）が、合併後の円滑な漁協運営
　を目的に行う販売事業用機器類の整備等に対する支援
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◎児童手当負担金（福祉保健部子育て推進課）　　  　　　　　　　　　　　　  　　　　　　     ２，０００，１５８
　家庭における生活の安定と、次代を担う児童の健全な育成及び資質の向上に資するため、
　市町村が支給する児童手当の一部を負担（平成１８年４月より支給対象年齢を、小学校６
　学年終了時まで引上げ）

◎乳幼児医療費助成（福祉保健部子育て推進課）                                                      ４９０，９８５
　少子化対策、乳幼児の健康の保持増進及び福祉の向上並びに子育て世帯の経済的負担の軽
　減を図るため、乳幼児の通院医療費助成の対象年齢を義務教育就学前まで拡大

◎（新）みんなで育む紀州っ子（福祉保健部子育て推進課）　　 　　　　　　　 　　　　     　　　　　５，０００
　地域における子育て支援を推進するため、子育てＮＰＯや老人クラブ等地域の団体等と連
　携し、子どもの一時預かり、保育所等の送迎、子育て世帯への生活支援の実施や、親子が
　集う場の設置を行う市町村に補助

◎保育対策等促進事業補助（福祉保健部子育て推進課）　　　 　　　　　　　        　　　　　　１２８，５７０
　市町村が実施する「多様な保育サービス事業」及び「親への子育て支援事業」の実施拡大
　を着実に進めることにより、本県の少子化対策及び次世代育成支援対策をより積極的に推
　進

◎放課後児童健全育成（福祉保健部子育て推進課）　　　 　　　　　　　　　　　　     　　　　　　 ７１，７３４
　昼間保護者が家庭にいない小学校低学年児童等の居場所を確保するとともに、遊びを通し
　ての自主性、社会性、創造性を培う放課後児童クラブを設置している市町村に補助

◎和歌山大学観光系学部設置促進（企画部企画総務課）　　　　　　　　　　　　　　     　　 　　 　２，０００
　本県の観光振興のため和歌山大学への観光学部（仮称）設置認可を強力に後押しする活動
　を支援

◎（新）わかやまＩＴ人材アカデミー推進（企画部情報政策課）　 　  　　　　　　　　  　　　　 　　４，０００
　ＩＴ企業の誘致や地域企業のＩＴ化を促進するため、Ｂｉｇ・ＵにおいてＩＴ企業等の即
　戦力となる人材育成研修を開催

③少子化対策

④人づくり
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◎（新）ＩＴ産業人材育成推進プラン（教育委員会教育センター学びの丘）　　     　　 　　　　 １，０７０
　情報交流センターBｉｇ・Ｕの施設・設備を活用し、教員のＩＴに係る指導力の向上を図
　るとともに、児童・生徒に対し、学校で学んだ内容をさらに発展させた高度なＩＴに関す
　る教育を実施し、本県ＩＴ産業の雇用を促すための人材育成を推進

◎若年者トータルサポート（商工労働部雇用推進課）　　　  　　　　　　　　　　 　　          　　 　２５，９００
　フリーターやニートの増加、高い離職率や失業率など、若者を取り巻く厳しい雇用情勢に
　対応するため、ジョブカフェを新たに和歌山市本町に移転し、ヤングハローワーク（学生
　職業相談室）を併設

◎（新）高等技術専門校再編（商工労働部雇用推進課）                                                １０６，４３９
　平成１７年９月に策定した県立高等技術専門校再編整備計画に基づき、平成１９年４月ま
　でに、高等技術専門校の再編を行うため、施設整備等を実施

◎（新）わかやま版「目指せスーパー専門高校」（教育委員会県立学校課）　　　　　      　　　 　６，３９９
　専門的知識及び技能を習得した即戦力となる若い人材が地域社会で強く求められているた
　め、具体的な「ものづくり」や農産加工品の開発等を通して、将来、地域の中堅者となる
　人材を育成

◎（新）特別支援教育スペシャリスト養成塾（教育委員会県立学校課）　　　      　　　　　　　　 　１，３２９
　特殊教育から特別支援教育への転換を視野に入れ、盲・ろう・養護学校教員、小・中学校
　教員の専門性を向上

◎（新）ハイスクール学力アップ支援プラン（教育委員会県立学校課）　　　　　　     　　　　　　 　６，０２１
　県立高等学校から数校を指定し、生徒の学力向上と進学希望を実現するための取組を支援
　することにより、生徒の進学希望を確実に実現する教育を推進

◎小中一貫教育モデル校（教育委員会小中学校課） 　 　　　　　　　　　　　　　       　　　　　　 　２，３０８
　国では小中一貫教育の導入など、義務教育の改革案が出されているため、小中一貫教育の
　在り方等を先進的に研究し、全国に発信

◎（新）きのくに「学びの創成」支援（教育委員会小中学校課・県立学校課）　　 　      　　　　  １１，４００
　各学校の実態に応じた創意工夫ある主体的な取組を力強く展開し、活力と特色のある学校
　づくりを推進するとともに、全国に誇れる和歌山らしい教育活動（学び）を創造
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◎少人数学級編制の拡充（教育委員会小中学校課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　     　　　　－
　県の研究指定校として少人数学級編制の弾力化研究を行う学校において学級編制を４０
　人から３５人程度に引下げ
　　◇平成１７年度　６２校８３学級　→　平成１８年度　７７校１２２学級
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◎スポーツ競技力向上対策（教育委員会スポーツ課）                                             １００，０００
　スポーツ和歌山の復活に向けた総合的な競技力向上対策の実施
　近年の国体順位：第59回大会(平成１６年度)47位、第60回大会(平成１７年度)43位

◎全国高等学校総合体育大会和歌山県実行委員会運営（教育委員会健康体育課）　　　   ６７，８４４
　高等学校教育の一環として高校生に広くスポーツ実践の機会を与え、技能の向上とスポー
　ツ精神の高揚を図り、心身ともに健全な高校生を育成するとともに、高校生の相互の親睦
　を図るために開催

◎県民文化会館保全改修（知事公室文化国際課）                                                        ４９，１９５
　築後３５年を経過し、施設の老朽化が進む県民文化会館について、会館利用者の安全性、
　利便性向上の観点から器機の更新を行うとともに、施設の再整備計画を作成

◎（新）県指定史跡水軒堤防保存整備（教育委員会文化遺産課）                                    １１，２４０
　県史跡水軒堤防石積み遺構の発掘調査と地中探査を実施

◎（新）文化財指定ランクアップ推進（教育委員会文化遺産課）                                        １０，０００
　後世の改変が著しいものや、現に使用されているため毀損の恐れがある価値の高い未指定
　文化財の保護と活用を図るため、補修や価値調査等を実施

◎（新）団塊の世代活用（環境生活部ＮＰＯ協働推進課）　 　　　　 　　　　　　　   　 　　　　 　　　５，１８０
　団塊の世代の豊富な知識・社会経験・ネットワークを生かして、地域づくりを行うモデル
　的なＮＰＯ活動を支援

◎（新）団塊世代が地域の担い手（福祉保健部福祉保健総務課）                                       ５，０００
　団塊の世代等が地域のボランティア活動等の担い手として活躍できる環境づくりを推進す
　るためのモデル的な地域活動への支援と情報発信

２．地域力の強化

①元気（スポーツの振興、文化の振興）

②マンパワーの活用
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◎団塊の世代等中高年齢者雇用対策（商工労働部労働企画課・雇用推進課）　 　　    　　　　８，８７１
　今後予想される団塊の世代の退職による県内労働力不足に備えて、労働力人口の実態把握
　や産業界及び労働組合の取組調査を行い、少子化の影響をいかにカバーすべきか等を和歌
　山大学と共同研究し、中高年齢者の雇用対策を実施するとともに、シルバー人材センター
　の設置を促進

◎（新）平成の旅籠整備（商工労働部観光振興課）　　　 　　　　　　　　　　    　　　　  　　　　　８６，０００
　首都圏を中心とした団塊の世代やウォーカーなどを対象に新たな旅行客層を開拓するため
　官民協働により世界遺産登録された「熊野古道」への基盤整備を実施

◎（新）外国人観光客受入レベルアップ（商工労働部観光交流課） 　　　　　　　　   　  　　　　　７，７６６
　本県を訪問する外国人観光客に、本県観光地の魅力をより視覚的に伝える多言語版ＤＶＤ
　を作成するとともに、外国人観光客から要望の多い言語バリアフリー化など受入体制を充
　実し、来県する外国人観光客のさらなる誘致を推進

◎熊野健康村構想推進（企画部企画総務課）                                                               ２８，７７８
　世界遺産・熊野の文化的イメージや地域資源を活用し、「癒し」と「健康」を通した都市
　との交流拡大、産業・雇用の創出を図るため、観光・健康関連産業等のビジネスモデルの
　展開を支援

◎和歌山県世界遺産センター運営・機能整備（企画部地域振興課）　  　　　 　　　    　　　　　３５，８２５
　世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」の保存・活用・情報発信の拠点である世界遺産セン
　ターの機能等を充実

◎（新）「世界遺産観光」推進（商工労働部観光振興課）　　　　　　　　　　　　　　    　 　　　　　　 ８，１００
　「紀伊山地の霊場と参詣道」の世界遺産登録効果を継続させるため、国が創設した『観光
　ルネサンス補助制度』を活用し、世界遺産を生かすための魅力ある観光地づくりを推進

◎（新）ラムサールの海体験（環境生活部環境生活総務課）  　　 　　　　 　 　         　　 　　　　 ４，２６７
　 ラムサール条約に登録された串本沿岸海域の保全活動を推進するとともに、自然の素晴ら
　しさを体験できる観察会などを実施

③地域資源の最大活用

-9 -



◎（新）親しめる水辺推進（環境生活部環境管理課）     　  　　　　　　　　 　           　　　　　　　２，２８５
　 ラムサール条約に登録された串本沿岸海域等の水質調査を実施し、フォーラム等での公表
　を通じて、水辺の保全を推進

◎（新）新大辺路構築（企画部地域振興課）　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　       　  　　１，５００
　官民協働の「大辺路再生実行委員会」により、大辺路の熊野古道未整備区間を整備

◎（新）シネマで元気・地域力向上モデル（企画部企画総務課） 　　　　　　　　　    　　　 　　　　 ６，０００
 　田辺市を舞台にしたシネマーケティングによる映画制作及びプロモーション活動を支援し
　地域の知名度向上や人材育成、住民の愛郷心を醸成

◎（新）紀州もてなし街道（仮称）推進支援（県土整備部道路政策課）　　　　　　　　　   　　　　１４，２６８
　紀南地域をモデル地域とし、シーニック・バイウェイの概念に基づき、景観・歴史・文化
　・自然・建築など、地域の魅力を「道」でつなぎながら、地域と行政が協働して美しい景
　観づくり、魅力ある地域づくりを行う「紀州もてなし街道（仮称）」を推進

◎（新）わかやま喜集館機能強化（商工労働部マーケティング企画課）　　　　　　 　　 　  　 　１４，３７２
　 東京有楽町にある「わかやま喜集館」の物産部門を強化し、県産品の販路拡大と消費者ニ
　ーズの調査を行うなど、県産品のさらなる販路拡大・情報発信を推進

◎（新）電子商取引促進（商工労働部マーケティング企画課）　　　　　　　　　　　　　   　　　　　  ３，６７５
   インターネットショッピング「ふるさと和歌山わいわい市場」の市場競争力を向上するた
　め、ホームページのリニューアルを実施

◎（新）戦略的ブランド力向上（商工労働部マーケティング企画課）　　　　　　　　   　　　　　　　 ４，５９２
　　県産品のブランド力向上のため,意欲ある生産者との研究会開催及び特定の商品分野をモ
　 デルに首都圏での戦略的な販売を実施

◎（新）田舎のスター発掘・育成手法確立
（農林水産部農林水産総合技術センター農業試験場）　　　　　　　  　　　　    　　　　　　　　　１，２５０
　県内外の特産品開発・販売等の取組に関する調査、ブランド化協議会への参画などにより
　地域の特産品開発・販売のノウハウについて調査・研究し、中山間地域で適用可能な汎用
　性のあるマーケティング手法を確立
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◎（新）和歌山ベジフルストーリー開発支援（農林水産部果樹園芸課）　　　　　   　　　 　　　　　 ４，１６２
　地域で古くから栽培されている伝統的な野菜や果実を、その栽培の歴史、地域の食文化、
　生産者の顔、こだわり生産等の面からストーリー化することにより、和歌山独特の「オン
　リーワン商品」としてブラッシュアップ

◎（新）地域に根ざした食育・地産地消推進（農林水産部果樹園芸課）　　　　    　　　　　　　　　９，９２０
　食育推進の一環として、今回、県内の小学校等の子どもたちが、学校内でみかん等の特産
　物の栽培体験を行うことにより、生産する喜びを知り、食べ物を大切にする心や、農産物
　に対する理解を深めることを推進

◎養鶏生産拡大・消費促進（農林水産部畜産課）　　　　　　　　 　　　　　　　　    　　　　　 　　　  ６，２７３
　梅酢抽出物を利用して生産された鶏卵・鶏肉を本県ブランド品「紀州梅どり・梅たまご」
　として位置付け、生産を拡大するとともに消費を促進

◎（新）紀州材・家づくりフェア支援（農林水産部林業振興課・県土整備部住宅環境課）          ９，９８０
　紀州材とそれを使った木造住宅の良さを消費者にＰＲし、また、林業家から工務店まで家
　づくりの関係者のネットワーク化を推進するため、フェアを開催

◎（新）貴志川線鉄道用地取得費補助（企画部総合交通政策課）                                  ２３０，０００
　貴志川線の運行を存続するため、鉄道用地を取得する和歌山市・紀の川市を支援

◎（新）情報通信基盤整備（企画部情報政策課）                                                         １００，０００
　地上デジタル放送への対応やブロードバンドの未整備地区を解消するため、情報通信基盤
　を整備する市町村に所要の経費の一部を補助

◎（新）ユビキタス地域情報サービス提供（企画部情報政策課）　　　　　　　　 　　     　　　　　１４，１４４
　最新の地域情報を地上デジタル放送やインターネットにより効率的に発信するシステムを
　構築

④地域力の基盤強化
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◎（新）きのくにユビキタス地域情報導入検討（県土整備部県土整備総務課）　　　　   　　　　１７，５２８
   携帯電話やＩＣタグを活用し、訪日外国人を含めた地理不案内者が必要とする観光や防災
　等の地域情報に「いつでも、どこでも、だれでも」アクセスできる環境（ユビキタス）を
   構築

◎広報紙刊行（知事公室広報室）　　　　　　    　 　　　　　　　　　　　　 　　　　　 　　　　     　  １０１，６３５
　広報紙「県民の友」の紙面を平成１８年５月号から刷新
　・サイズの変更（Ｂ４→Ａ４）
　・広告掲載の開始

◎（新）職員研修（業務委託等）（総務部考査・研修室） 　　　　 　   　　　  　　　　　    　　　 　  ５５，０５１
　職員研修を効果的かつ効率的に行うため、研修の実施・運営等を民間研修専門機関に委託

◎（新）県税電子申告システム構築（総務部税務課）　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　    　   １４３，６２２
　法人の電子申告等既存システムの運用に加え、納税者の利便性の向上を図るため、コンビ
　ニ収納を実施し、かつ、マルチペイメントネットワーク収納システムを構築

◎（新）電子県庁推進（企画部情報政策課） 　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　   　　 　６５，０１０
　県民の利便性の向上等を図るため、公金電子収納や電子申請などⅠＴを活用した行政サー
　ビスを実施

◎（新）設計ＶＥによる設計の再点検（県土整備部技術調査課）　　　  　　　　　　　　　      　  １０，０００
　設計ＶＥ（Value　Enｇineering）により、公共事業の計画・設計の最適化を目指し、
   地域の実情にあった規格の設定など大胆な見直しを行い、コストを縮減

◎（新）民間発案型地方基準の推進（県土整備部技術調査課）　  　　　　　　　　　　　     　 　　 ２，０００
　利用者や学識経験者等からの意見も取り入れ、地方の実情にあった基準や工法を策定し、
　最適基準での公共事業を実践・拡大

◎（新）紀の国みちの里親（県土整備部道路保全課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　   　    　　　 ９３５
　道路維持管理の一部をＮＰＯや地域団体等との協働により実施し、地域に対する愛着や誇
　りを育みながら、豊かで快適な道路空間を創造

⑤県政の構造改革（行政の質と住民サービスの向上）
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◎（新）紀の国やまの里親（県土整備部砂防課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　  　　　１，２００
　世界遺産の優れた景観を形成する大日山の地すべり対策事業地（田辺市本宮町）において
   住民参加型の自然林復元モデル事業を実施

◎（新）紀の国うみべの里親（県土整備部管理整備課）　　　　　 　　　　　　　　　　    　　 　　 　  ８，０００
　現在十分活用されていない海浜地の活用アイデアを募集し、応募団体に占用を許可するこ
　とにより、海浜地の環境の改善や周辺の地域を活性化

◎（新）都市計画道路見直し（県土整備部都市政策課）　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　１０，０００
　高度経済成長期に策定された都市計画道路の計画を改めて見直し、地域の実情に応じた道
　路構造などの検討を行うことにより、今の時代にあった都市計画道路の整備を推進

◎（新）わかやま　景観保全と形成（県土整備部都市政策課）　　　　　　　　　 　　　      　　　　１１，８６０
　景観施策の方針を定め、地域住民の主体的な景観保全・形成の活動と連携した住民協働型
　の景観まちづくり条例の制定検討と景観関連制度の適正活用を推進

◎「和歌山モデル」の道路整備（県土整備部道路建設課・道路保全課）　　　　　         　３，３１０，０００
　中山間地域での１．５車線的道路整備、河川の堤外地を利用した道路整備、歩道狭隘や交
　通量の多い踏切の改良など、地域の実情にあった和歌山モデルの公共事業を推進

◎放置駐車対策（警察本部）                                                                                      ７６，００２
　 平成１８年６月１日に施行される道路交通法の一部を改正する法律に基づく「放置違反金
　制度」運用のためのシステム構築及び放置車両の確認等に関する事務の民間法人への委託
　を実施

◎（新）本会議インターネット中継（県議会事務局総務課）　　　　　　　　　　　　　　    　　   　　　 ５，５８７
　県民に身近で開かれた議会を目指すため、インターネットを活用した本会議の生中継、録
　画映像の配信を行い、情報を提供
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◎（新）公立大学法人運営（総務部医科大学改革室）　  　　　　　　　　　　　　　    　  　 　４，７７６，８５０
　平成１８年４月に設立する公立大学法人和歌山県立医科大学の活性化と地域医療における
　貢献を充実させるため、運営費交付金等を交付

◎財産管理・職員住宅建設（未利用県有財産利活用）（総務部管財課）                            ３１，８１４
　未利用県有財産の効果的な利活用を進め積極的な歳入確保を図るため、土地の調査測量及
　び鑑定評価等を実施

◎市町村合併推進（総務部市町村課）　　　　  　　　 　　　　　　　　　　　　　    　 　  　　　 １，５４０，８２０
　新合併特例法下における自主的な市町村の合併を推進するため、合併協議会等に対する財
　政支援や、広報・啓発などを実施

◎（新）税収確保推進支援（総務部市町村課）  　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　   　  　　  　　２５，０００
　市町村税及び個人県民税等の税収確保を図るため、平成１８年４月に設立される和歌山地
　方税回収機構（仮称）に補助

⑥地方分権の推進
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◎（新）消費者安心サポート（環境生活部県民生活課）　　　　　　　　　 　　　　 　 　 　　　　 　  　１，７２３
　多様化、複雑化する悪質商法に対応するため、地域で活動している団体等と連携し、地域
　での啓発活動を推進するとともに、消費生活センターの相談体制等を強化

◎（新）青少年相談・環境浄化（環境生活部青少年課）　　　　　　　　　　　　　　　 　  　 　 　 　　 ５，９７２
　青少年健全育成のため、教員ＯＢ・警察官ＯＢを市町村立青少年センターに配置

◎警察官の増員（警察本部）　 　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　 　　　　　　　  　  　　 　　 ４５，８３０
　交番相談員の増員とあわせて、平成１９年度に「空き交番ゼロ」を目指し警察官を２０人
　増員

◎治安維持特別対策（警察本部）　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　 　　　  　　　　　   　  　　８７，１７１
　県内の治安情勢は依然として厳しい状況にあり、県民の治安に対する不安感は著しく増大
　していることから、治安を回復し、県民が平穏で安心して暮らせる「最小不安社会、安全
　安心わかやま」を実現するため、交番相談員等の増員を実施

◎きのくに安全・安心ステーション（警察本部）　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　  　  　  　　 　　２３，９０２
　公民館、コンビニエンスストア等を地域安全活動の拠点（安全安心ステーション）と位置
　づけ、犯罪情報・地域安全情報の提供、自主防犯パトロールへの支援・促進、警備業者に
　よる特定地域（犯罪が多発傾向にある繁華街）へのパトロール等を実施

◎（新）インターネット利用犯罪対策（警察本部）　　　　　　 　　　　　　　　　　　 　　  　   　　 　　　４，３７３
　情報技術の普及により、利用者が急増するとともに、これを悪用した新たな犯罪等も増加
　していることから、これら情報技術に関する犯罪等に対応するため、警察署等にインター
　ネット環境を整備

◎和歌山県安全・安心まちづくり推進（環境生活部県民生活課）　　　　　　 　　　       　  　　　　１，６６９
　通学路等の安全対策と商店街等での自主防犯活動のモデルとなる事業を公募し、地域にお
　ける自主防犯活動を推進

３．安全で安心な社会の実現

①治安
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◎（新）子どもの安全対策（教育委員会小中学校課・生涯学習課）　　 　 　　　　        　　　　　　４，６８８
　通学路の安全を確保するための一斉指導や啓発活動、地域ボランティアの育成等により子
　どもの安全を守るとともに、防犯意識を高めるため、各地域の状況等を踏まえた防犯、安
　全教室を開催

◎分庁舎（防災センター）整備（総務部管財課）　　　　　　  　　　 　　　　　　　　　     　　　 ３，９６３，０８５
　大規模災害に備えた防災体制を充実させるため、応急・復旧対策の司令塔となる防災セン
　ターを整備するとともに、本庁の行政機能を一部移転し、コスト削減を図るため、その施
　設管理業務を全国にさきがけ、市場化テストにより実施

◎和歌山県庁舎耐震等改修（総務部管財課）　  　　　　　　　 　　　　　　　　　   　　　  　　２，３９０，６５７
　県庁舎の耐震改修、老朽化対策及び省エネルギー導入のための工事を実施

◎地方振興局運営（振興局総合庁舎耐震改修等）（総務部市町村課）　　 　　　     　    　　９３３，６３５
　災害時の防災拠点としての総合庁舎（振興局）の耐震改修工事等を実施

◎県立学校の耐震化（教育委員会総務課）　　　　　　　  　　　　　　　　      　８３４，７１９
　新耐震基準（昭和５６年）施行前建築の老朽化した県立学校の校舎等の耐震化を実施

◎警察施設耐震改修（警察本部）　　　　 　　 　　　　 　　　　 　　　　　　　　　　　 　 　    　　 　３４４，３８５
　今後予想される「東南海・南海地震」発生時、被災状況等の情報収集や被災者救出などの
　警察活動を迅速に実施するため、警察本部庁舎の耐震改修工事（２年目）を実施

◎総合防災情報システム整備（総務部総合防災課）　　　　　　　　　　　   　 　　  　　　　　１，３８８，８１３
　県・市町村・防災関係機関等が災害時に遅滞なく連携して対策を実施できるよう、防災情
　報の一元化・高度化・共有化に向けた防災情報通信網を構築

◎橋りようの震災対策（県土整備部道路保全課）　　　　　　　　　　　 　　  　　　 　　　    　１，１５０，０００
　東南海・南海地震の発生に備え、救援物資等を確実に、かつ、速やかに運搬できるように
　緊急輸送道路に架かる橋梁の耐震補強を実施

②防災
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◎県有施設耐震化促進（総務部総合防災課）  　　　　 　　　　　　　　　　　 　     　　　　　　　　  ３４，６２１
　大地震等の際、応急対策の拠点となる施設や多くの県民が利用する施設の耐震性能を把握
　するため、計画的に耐震診断を実施

◎災害医療対策（福祉保健部医務課）　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　 　　  　　　　　 ２２，８４６
　災害時の医療の確保や各医療機関の患者及び地域住民の安全・安心を確保するため、医療
　機関の耐震診断等に要する費用を補助

◎（新）紀の川防災公園整備（県土整備部河川課）　　　　　　　　　 　　　　　　 　　　　　   　 　   ４８，０００
　東南海・南海地震時に応急対策要員の受入れや救援物資の集積・集配を行う紀北地域の広
　域防災拠点となる防災公園を整備

◎津波防災教育センター（仮称）整備（総務部総合防災課）　　  　　　　　　　　　  　　　  　　　２０６，０７３
　３Ｄ映像による津波の体感や、「稲むらの火」の教訓を教育啓発する津波防災教育施設を
　県・広川町が共同整備（内閣府新規モデル事業の初適用事例）

◎（新）津波避難困難地域解消モデル（総務部総合防災課）　　  　　　　  　　　  　　　　　　　　 ２２，５００
　沿岸市町が津波避難困難地域の解消を目指すため、景観に配慮しつつ津波避難タワーを整
　備するため補助

◎（新）防災こころの備えプロジェクト（県土整備部県土整備総務課）　　 　　　　　    　　　　 　 １９，３９９
　地元からの避難情報が得られない場所に、浸水深さや避難方向などを表示した津波・洪水
　表示板を県有施設（道路・河川・港湾施設）などを利用して設置

◎（新）災害時広報インターネットシステム構築（知事公室広報室）  　 　　　　　    　 　　　　　 １１，９５７
　災害発生時に県民が必要とする情報を一元化し、“より早く、より見やすく、より正確に
　”インターネットで情報発信するためのホームページ公開システムを構築

◎（新）東南海・南海地震避難所体験合宿（総務部総合防災課）　　  　　　　　　  　  　　　　　　　３，２６０
　東南海・南海地震を想定した避難所運営の実働訓練、イメージトレーニング訓練、避難所
　生活の体験を実施
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◎現代版「稲むらの火」モデル設置（県土整備部砂防課）　　　　　　　　　　　　  　　　  　　　 　　 １，５００
　津波発生時に住民を速やかに避難地へ導くための誘導灯をモデル的に設置（誘導灯は、平
　成１７年度の実証実験の結果、最優秀とされたものを予定）

◎（新）耐震改修技術実用化（県土整備部住宅環境課）　　　　　 　 　　　　　　　　　　   　　  　 ２３，９６０
　既に開発済みの紀州材を活用した耐震補強工法の実用化・普及を図るため、公的評価取得
　のための試験や設計・施工マニュアルを作成

◎（新）津波から「逃げ切る！」支援対策プログラム策定（県土整備部管理整備課）　    　　　２５，０００
　県沿岸部１８市町において、浸水シミュレーションや被害想定をもとに、避難支援に重点
　をおいた津波減災計画を策定

◎（新）「稲むらの火」プロジェクト　アジア防災教育子ども会議（教育委員会総務課）　    　　 ２４，６１４
　防災教育をテーマに、日本全国及びスマトラ沖の津波の被害で注目を集めたアジア諸国か
　らの参加による子ども防災会議を実施

◎（新）ＳＴＯＰ温暖化わかやまメカニズム構築（環境生活部環境生活総務課）　 　　 　　  　　　　　９２８
　「企業の森」の二酸化炭素吸収量を評価し、企業等の環境貢献を評価する「わかやまメカ
　ニズム」を確立

◎（新）ＳＴＯＰ温暖化排出抑制対策（環境生活部環境生活総務課）　　　　　　　 　   　 　　　　　　　８５２
　「家庭部門」から排出される温室効果ガスを抑制するため、省エネラベルの電化店での普
　及を図り、省エネルギー型家電製品等の使用を促進

◎（新）風力発電風況調査補助（環境生活部循環型社会推進課）　　　　　　 　　　   　 　　　　　 １，５００
　自然エネルギーの導入を促進するため、風力発電所の建設を目指すＮＰＯ法人の風況調査
　を支援

◎（新）リサイクル調達支援（環境生活部循環型社会推進課）　　 　　　　 　　　　 　　     　　　 ３０，０００
　県産認定リサイクル製品の市場拡大や販路開拓を図るため、リサイクル製品を優先的に用
　いたモデル工事を実施

③環境
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◎紀南版フェニックス（環境生活部循環型社会推進課）　　 　　　  　　　　 　　　 　  　     　　　 １７，４７１
　紀南地域における廃棄物の適正かつ広域的な処理を確保するため、財団法人紀南環境整備
　公社において、最終処分場整備のための各種調査を実施

◎（新）“きのくに”環境クリーンアップ（環境生活部廃棄物対策課）　　　 　　    　　　   　　　　  １６，０００
　住民参加による不法投棄の防止、監視カメラの設置、産廃等の撤収を行う市町村に対して
　補助

◎（新）自然にやさしい県土づくり（県土整備部技術調査課）　　　  　　 　　　　　　   　  　　 　 　 　　 ５１１
　自然豊かな県土の保全・復元を図るため、技術者を育成する（人づくり）とともに、工法
   ・製品の開発・活用促進に資する県独自の工法認定を行い（技づくり）、自然にやさしい
   公共事業を推進

◎（新）海の森づくりプロジェクトパイロット（県土整備部漁港課）　　 　　　　　　   　　　　   　　 　 ５，７５０
　産学官の連携により、漁港施設等の工事にあわせて藻場を育成する実証実験を実施し、低
　コストかつ効率的な藻場造成技術とより環境に配慮した施設整備手法を確立

◎救急医療体制の充実（医科大学総務課）　　 　　　　　　　　　 　　　　　　 　   　　　　  　　　 ５４０，００２
　救急医療をはじめとするより安全・安心な医療の提供を実現するため、医師を配置

◎救急医療対策（福祉保健部医務課）　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　  　　　　　　１１，８９１
　ドクターヘリの運航時間を現行の「午前９時から午後５時まで」から一時間延長して「午
　前８時から午後５時まで」に変更

◎（新）紀北分院（マスタープラン作成）（医科大学紀北分院）　　 　　　　　　　　　  　　　　    　　 ４，３００
　公立大学法人和歌山県立医科大学附属病院紀北分院の基本構想を作成

　

④健康で心豊かな社会
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◎（新）小児科・麻酔科医確保対策（福祉保健部医務課）　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　 ２５，１９８
　将来、小児科・麻酔科医として和歌山県内において勤務しようという意思がある大学生、
　研修医、大学院生に修学資金を貸与し、一定期間県内において就業した場合、債務を免除
　する修学資金制度を創設

◎（新）理学療法士養成所施設・設備整備補助（福祉保健部医務課）　　　　　　　　 　     　　  ２３，５４３
　リハビリテーション医療の新たなニーズに対応するため、質の高い理学療法士が求められ
　ているなか、県内初の理学療法士養成所を新設する学校法人に対し、施設及び設備整備費
　を補助

◎（新）医薬品等緊急対策（福祉保健部薬務課）　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　  　　　　  ９６，７１９
　新型インフルエンザのパンデミックに対応するため、抗インフルエンザウイルス薬（タミ
　フル）を４４，０００人分購入備蓄

◎（新）和歌山はしかゼロ作戦（福祉保健部健康対策課）　　 　　　　　　　　       　　　　　　　　   ２，４６２
　はしか撲滅を目的に、１歳代での予防接種率９５％以上を達成するため、総合的な予防接
　種対策を推進

◎（新）難病相談・支援センター設置運営（福祉保健部健康対策課）　 　     　　　　　  　　　　　  ８，０４８
　治療、介護等の療養生活や、教育、就労等の日常生活などにおいて、様々な不安や困難を
　抱える難病患者や家族等に対する専門的な相談窓口を設置し、患者・家族をサポートする
　ことにより、ＱＯＬの向上を図り、自立と社会参加を促進

◎（新）こころのレスキュー隊設置（福祉保健部健康対策課）　　 　　　　　　　       　　　　　　　　 １，５０２
　災害や事故発生時の「こころのケア」に係る初期対応体制を整備するため、精神科医等専
　門家からなる「こころのレスキュー隊」を設置し、事件発生直後の現場に派遣

◎（新）児童養護施設等環境整備（福祉保健部子育て推進課）　　  　　　　　　　    　　  　　　  １０，０００
　児童養護施設等の入所児童の処遇の向上を図るための小規模改修に対して全額助成

◎（新）「介護サービス情報の公表」制度推進（福祉保健部長寿社会推進課）　　      　　　   　 ５，２５８
　介護サービスの質の向上、利用者の権利擁護等の観点から、介護サービス事業者が利用者
　に対し、サービスの選択に必要な情報を公表する「介護サービス情報の公表」制度を平成
　１８年度より実施
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◎（新）地域支援事業交付金（福祉保健部長寿社会推進課）　　　　　   　　　　  　　　　 　　　２４８，４６０
　要介護・要支援状態になる前からの介護予防を推進するため、市町村が実施する「地域支
  援事業」に対する交付金

◎（新）有功ケ丘学園改築整備（福祉保健部障害福祉課）　　 　　　　　　　　　　　　  　　　　　　１４，３３７
　入所児童の処遇向上を目的に、築後３９年が経過し、老朽化した知的障害児施設和歌山県
　立有功ケ丘学園を平成１８年度から３か年をかけて建て替え

◎（新）ステップアップ小規模作業所（福祉保健部障害福祉課）　　　　　　　　　　　  　　　 　　　１４，０００
　無認可施設である小規模作業所が障害者自立支援法による新たなサービス体系下で障害福
　祉サービスを提供できる事業所へ移行できるよう支援

◎（新）障害者自立支援法施行円滑化（福祉保健部障害福祉課）　　 　　　　　　  　　　　　 　　１９，９１１
　障害者自立支援法の施行を円滑に進めるため、制度広報の実施や事業者情報登録システム
　の導入等を行うとともに、聴覚障害者のコミュニケーションを支援し、社会参加の機会を
　拡大

◎（新）交通施設バリアフリー化設備整備推進（企画部総合交通政策課）                            ９，５００
　ＪＲ黒江駅の利用者の安全を図るため、プラットホームの嵩上げによる段差解消工事に対
　し補助

◎人権課題克服のための調査・支援（企画部人権政策課）　　 　　　　　　　　　　　　　　  　     ２６，３７３
　様々な人権施策の基礎資料を得ることを目的に県民の人権の現状に関する調査等を実施

◎（新）隣保館活性化支援（福祉保健部福祉保健総務課）　　 　　　　　　　　　　　　   　　　   　　２，０００
　隣保館を拠点とした介護予防・健康づくり等、隣保館の活性化に資する取組に対して補助

◎（新）アスベスト廃棄物処理対策推進（環境生活部廃棄物対策課）　　　　 　　　　　   　　　  　２，４５１
　アスベスト廃棄物の適正処理を確保するため、不法投棄の監視や廃棄物処理施設への立入
　調査を実施

⑤その他
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◎（新）アスベスト対策（環境生活部環境管理課）　　　　　　　　　　　　　　　　 　  　　　　　　　   　３，３３２
　アスベストの粉じん飛散抑制を図るため、建築物の解体等作業を実施する事業者に対して
　適切な指導を実施

◎（新）アスベスト飛散防止推進（県土整備部都市政策課）　　　　　　　 　　　　　　　　　　   　　　２，０３０
　民間建築物の所有者などを対象とした吹付けアスベスト等飛散防止相談会の実施や建築士
　を対象とした研修会を実施し、アスベストに関する正しい知識や適切な取扱いを普及

◎（新）動物由来感染症予防体制整備（環境生活部生活衛生課）　　  　　　　     　　　　　　　 　２，１５９
　動物由来感染症の発生予防及び危機管理体制を強化するため、サーベイランスの構築や疫
　学調査を実施

◎（新）アライグマ防除推進（環境生活部環境生活総務課）                                                ８，６０９
　農林水産業への被害や生態系への影響等を防止するため、市町村と連携してアライグマを
　防除

◎（新）農山村ＰＡＷＡアップ（農林水産部エコ農業推進室）                                                ４，２１６
　鳥獣被害の軽減を目的に､鳥獣害対策の専門家の育成や鳥獣害防止対策マニュアルの作成､
   鳥獣害防止対策講習会の開催及びアライグマ等の捕獲檻の設置に対する補助

◎ＨＡＣＣＰ導入促進（環境生活部食品安全企画課）                                                         ３，２２０
　食品加工等施設に対するＨＡＣＣＰを取り入れた自主的な衛生管理の取組等を評価・認定
　する制度やアドバイザーの派遣などにより、衛生管理水準の向上を促進

◎（新）大型クラゲ対策（農林水産部資源管理課）　　　　　　　 　　　　　　　　　  　　　　　　  　　　２，８６２
　昨年から紀伊水道沖に来遊している大型クラゲ対策として、クラゲの除去と駆除をあわせ
　て行い、魚だけを漁獲する漁具を開発
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